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高病原性鳥インフルエンザへの対応

平成１７年１１月
農 林 水 産 省

Ⅰ 昨年の経緯と対応
１ 昨年１月から３月にかけて 山口県 大分県 京都府で強毒タイプ Ｈ． 、 、 、 （
５Ｎ１亜型）の高病原性鳥インフルエンザが発生。

２．発生農場におけるすべての飼養鶏の殺処分、汚染物品の埋却、周辺農
場の移動制限等のまん延防止措置を実施し、４月に終息。

３．政府全体の対応として、まん延防止対策の徹底等を内容とする「鳥イ
ンフルエンザ緊急総合対策」を取りまとめ。これに加え、
① 早期通報促進、移動制限区域内の農家への補償等を内容とする家畜
伝染病予防法の改正

② 防疫体制の一層の強化に向けた特定家畜伝染病防疫指針の策定
③ 農家経営への影響緩和のための家畜防疫互助基金の造成、経営維持
資金の融通

④ 緊急時に備えたワクチン備蓄（７２０万ドーズ）
等を実施。

Ⅱ 本年の経緯と対応
１ 本年６月以降 茨城県を中心に弱毒タイプ Ｈ５Ｎ２亜型 の発生 ３． 、 （ ） （
４例、約５５２万羽）を確認。

２．防疫措置として、家畜へのまん延防止に万全を期すため、発生農場の
飼養鶏の殺処分（現在までに約１５８万羽 、周辺農場の移動制限等を）
実施。

３．今般の発生に関連し、弱毒タイプという特性を踏まえ、
① 全国における浸潤状況を調査するため７月中旬から約２か月間で一
斉サーベイランスを実施（２，４０９戸を検査した結果、茨城県及び
茨城県由来の埼玉県を除き他の都道府県ではすべて陰性 。。）

、 、② 防疫指針のあり方について 家きん疾病小委において検討中であり
これを踏まえ指針を改正予定。

４．感染経路究明チームを設置し、現地調査等を実施（１０月３１日に中
間とりまとめ。引き続き感染経路の究明を徹底 ）。

Ⅲ 今後の対応
１．世界的に鳥インフルエンザの感染が拡大する中、監視体制について更
なる強化を行うこととし、
① 本病の可能性を否定できない事態が生じた場合に飼養者から家畜保
健衛生所への報告を義務付け。

② １，０００羽以上のすべての採卵鶏農場で検査を実施（年間約４，
０００農場 。）

２．発生国の畜産関連施設に立ち寄った場合には、空港で靴底消毒を行う
よう呼びかけているところであり、更にその徹底を図る。



国内における高病原性鳥インフルエンザ発生状況

1例目～７例目
（計 約１５万７千羽）

【移動制限】（８月４日解除）
１０戸／約４７万羽

（当初１７戸／約６４万羽）
※移動制限３９日間

９例目
（約１１万６千羽）

【移動制限】
（９月１９日解除）

１５戸／約７０万９千羽

１０例目
（約９万８千羽）

【移動制限】（９月２５日解除）
３戸／約３万羽

１２例目
（約１６万２千羽）

【移動制限】（１０月６日解除）
７戸／約８万９千羽

１１例目
（約１１１万羽）

【移動制限】（９月２４日解除）
３戸／約５万５千羽

（この他、ふ卵場あり）

１４例目、３４例目
（計 約１２５万羽）
【移動制限】

１３戸／約１５５万羽

１５例目～３０例目、
３２例目

（計 約１４６万羽）

８例目
（約３万５千羽）

【移動制限】（８月２７日解除）
４戸／約１１万羽
（うち１戸は種鶏場）
※移動制限３２日間

（注）移動制限戸数及び
羽数には当該発生農場を
含まない。

３１例目
（約３万羽）

【移動制限】（１０月６日解除）
１９戸／約１９万３千羽

１３例目
（約８０万羽）

【移動制限】（９月１６日解除）
６戸／約３３万４千羽

３３例目
（約３０万羽）
【移動制限】

１４戸／約９３万羽



高病原性鳥インフルエンザ発生に係る経営支援対策について
（ ：H16発生以降、拡充された措置）

区 分 発生農家 移動制限区域内 移動制限区域外（全国）

家伝法での ○殺処分家畜等に対する手当金 ○農家に対する助成措置
支援 患畜１／３ 疑似患畜４／５ 売上減少費・飼料費・保管費（ 、 ）

○死体、汚染物品の焼埋却に要し 輸送費等を国と県で助成
た費用に対する交付金 １／２ 16年6月、家伝法改正に（ ）

（場合によっては都道府県が焼埋 より措置
却を実施）

家畜防疫互 ○新しく鶏を導入し、経営を再建 ○殺処分した鶏を焼・埋却した
助基金造成 する場合には、経営支援互助金 場合には、焼却・埋却等互助
等支援事業 を交付。 金を交付。

主な単価 単 価
・採卵鶏（成鶏 ：670円/羽 ・80円/羽）
・ 〃 （育成 ：220円/羽）

融資 ○家畜疾病経営維持資金のうち ○家畜疾病経営維持資金のうち ○家畜疾病経営維持資金のうち
経営再開資金 経営継続資金 経営維持資金（ ）18.３月末まで

（・貸付対象：飼料費、ヒナ購入費、雇用労賃、その他経営の再開、継続又は維持に必要な経費）※ 利率は
17.10.20

・貸付限度額：個人２千万円 ・貸付限度額：４万円/100羽 ・貸付限度額：４万円/100羽現在
法人８千万円

・償還期限：５年（据置２年） ・償還期限：３年（据置１年） ・償還期限：３年（据置１年）
・貸付利率：１．４７５％ ・貸付利率：１．４７５％ ・貸付利率：１．７％



海外における高病原性鳥インフルエンザの発生状況
清浄性未確認国

清浄性確認国・地域

２００５年11月7日現在

米 国

コネチカット州他：Ｈ７Ｎ２
（弱毒タイプ）
感染確認日：2003.3.6他

中国

Ｈ５Ｎ１
感染確認日：2004.1.27

ベトナム

Ｈ５Ｎ１
感染確認日：2004.1.9

ラオス
Ｈ５
感染確認日：2004.1.27

カンボジア

Ｈ５Ｎ１
感染確認日：2004.1.25

タイ

Ｈ５Ｎ１
感染確認日：2004.1.22

マレーシア

Ｈ５Ｎ１
感染確認日：2004.8.5 

韓国

Ｈ５Ｎ１
感染確認日：2003.12.12
清浄性確認日：2004.10.13
Ｈ５Ｎ２（弱毒タイプ）
感染確認日：2004.12.22
清浄性確認日：2005.3.24

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
Ｈ５Ｎ１
感染確認日：2004.1.25

イタリア

Ｈ７Ｎ３
感染確認日：2002.10.23

パキスタン

Ｈ７
感染確認日：
2004.1.27

南アフリカ

Ｈ５Ｎ２
感染確認日：2004.8.6

ｶﾅﾀﾞH7N3

感染確認日:2004:2.20
清浄性確認日:2004.9.17

台湾H5N2（弱毒タイプ）
感染確認日:2004.1.15
清浄性確認日:2004.8.30

ｵﾗﾝﾀﾞ
H7､H5

感染確認日:2004.3.17
清浄性確認日:2004.6.22

香港
Ｈ５Ｎ１
感染確認日：2001.5.18

マカオ
Ｈ５Ｎ７

感染確認日：2001.5.24

日本
Ｈ５Ｎ１

感染確認日：2004.1.12
清浄性確認日：2004.4.13
H5N2（弱毒タイプ）
感染確認日：2005.6.26

北朝鮮

Ｈ７

感染確認日：2005.3.15

メキシコ

コアウイラ州他：H5N2（弱毒タイプ）
感染確認日：2005.3.31他

フィリピンH5
感染確認日:2005.7.8

ロシアH5N1
感染確認日：2005.7.22

カザフスタン H5
感染確認日：2005.8.4

モンゴル H5N1
感染確認日：2005.9.2

トルコ Ｈ5Ｎ1

感染確認日：2005.10.11

ルーマニア Ｈ5Ｎ1

感染確認日：2005.10.11

※：清浄性は日本国自ら確認したものを意味する



ルーマニア Ｈ5Ｎ1

感染確認日：2005.10.11

H5N1 発生確認国

H5亜型不明国

海外における高病原性鳥インフルエンザ(H5N1)の発生状況（2003～)

ベトナム

Ｈ５Ｎ１
感染確認日：2004.1.9

ラオス
Ｈ５
感染確認日：
2004.1.27

カンボジア

Ｈ５Ｎ１
感染確認日：
2004.1.25

タイ

Ｈ５Ｎ１
感染確認日：
2004.1.22

マレーシア

Ｈ５Ｎ１
感染確認日：2004.8.5 

中国 Ｈ５Ｎ１
感染確認日：2004.1.27

韓国 Ｈ５Ｎ１
感染確認日：2003.12.12
清浄性確認日：2004.10.13

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ Ｈ５Ｎ１

感染確認日：2004.1.25

日本 Ｈ５Ｎ１

感染確認日：2004.1.12
清浄性確認日：2004.4.13

ロシア H5N1

感染確認日：2005.7.21

カザフスタン H5N1
感染確認日：2005.7.29

モンゴル Ｈ5Ｎ1

感染確認日：2005.9.2

２００５年1１月7日現在

H5N1発生後清浄性確認国

※：清浄性は日本国自ら確認したものを意味する

フィリピン H5
感染確認日:2005.7.8

トルコ Ｈ5Ｎ1

感染確認日：2005.10.11



青海省
2005年5月18日（Ｈ５N1）確認

内モンゴル自治区（Huhehot）
2005年10月１９日（Ｈ５Ｎ1）確認

遼寧省（Jinzhou）
2005年11月3日（Ｈ５N1）確認

安徽省（Tianchang）
2005年10月２４日（Ｈ５Ｎ１）確認

湖南省（Xiangtan）
2005年10月２５日（Ｈ５Ｎ１）確認

Ｔｕｌａ州
2005年10月19日
（Ｈ５Ｎ1）確認

中国、ロシアの高病原性鳥インフルエンザ発生状況

チベット自治区（ラサ市）
2005年8月10日（Ｈ５N1）確認

チェリャビンスク州、クルガン州、ノボシ
ビルスク州、オムスク州、チュメニ州
2005年8月（Ｈ５N1）確認 ノボシビリスク

2005年7月23日（Ｈ５Ｎ1）確認

アルタイ地方
2005年8月（Ｈ５Ｎ1）確認

Tambov州
2005年10月24日（Ｈ５Ｎ1）確認

シンチャンウイグル自治区
2005年6月（Ｈ５）確認

出展：ＯＩＥホームページ


